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研究成果の概要（和文）：日本の生活保障システムが、先進諸国の中で最も強固な「男性稼ぎ主」型であることが明ら
かになった。男性の安定的な雇用を前提として制度が作られ、雇用の非正規化や晩婚化・未婚化という実態から乖離し
ている。それが社会的排除につながり、経済をも脆弱にしてきた。2011年3月には福井県において、社会的排除に関す
るアンケート調査を実施した。福井県は男女とも就業率が高く、児童の学力も高いなど、社会的排除の度合いが最も低
い県といえる。それでも、離婚した男女や非婚の男性、県外からの移住者などが、社会的排除を受けやすいことが判明
した。これらの結果は、大災害による避難・移住の状況を踏まえたシステム作りにも示唆を与える。

研究成果の概要（英文）：It's been revealed that Japan has the strongest male breadwinner model among OECD 
countries. Social policies designed on the premise that adult men were stably employed have now lost touch
 with social realities such as non-regularlization of employment, tendency to marry later or never marry. 
These discrepancies between social institutions and realities have widened social exclusion, and rendered 
the economy vulnerable to external shocks. This project conducted a large scale questionnaire survey in Fu
kui prefecture in March 2011. People in Fukui are considered to have lowest risks of social exclusion in J
apan, because of high employment rate for men and women, high score in achievement tests of school childre
n. Even in such prefecture, however, it's revealed that divorced people, single men as well as immigrants 
have higher risks of exclusion. The results have implications for a resilient livelihood security system t
hat can cope with large scale displacement due to natural disasters.
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１．研究開始当初の背景 
経済のグローバル化により、貧困や失業も

国境を越えて現れている。その痛烈な実例が
2008－9 年の金融経済危機だった。アメリカ
発の危機により、日本経済は主要国で最も大
きく落ち込み、「年越し派遣村」に象徴され
たように失業やホームレスが大量に生じた
のである。日本の経済社会の脆さは、いかな
る要因や構造と関連しているのか―この問
題意識が、研究を開始した当初の背景である。 

 
２．研究の目的 
経済グローバル化により、「1930 年代以来

初めて」、貧困や失業が先進国と途上国に共
通する現象となったというのは、2005 年時
点でなされた指摘である（バラ／ラペール
2005）。2008－9 年の金融経済危機は、かつ
てなく急激かつ大規模に、このことを痛感さ
せた。本研究では、日本、韓国、中国、ドイ
ツ、アメリカ、スウェーデンをおもな対象と
して、生活保障システムの比較ジェンダー分
析を行う。生活保障システムの機能不全ない
し逆機能の所産として社会的排除の概念を
取り入れる。1990 年代以降に各国で社会的排
除がどのように現象していたか、それらの社
会的排除の諸相と金融経済危機の原因との
関係、危機の発生・波及におうじた生活保障
システムの機能を明らかにする。本研究から、
持続可能でより効率的な生活保障システム
のあり方について示唆を得ることができよ
う。 

 
３．研究の方法 
生活が持続的に成り立つには、家族や企業、

コミュニティや非営利協同組織（社会的経
済）などの制度・慣行が、政府の政策とかみ
あう必要がある。このしくみの全体が、生活
保障システムである。公式的には「福祉国家」
の手段と考えられていないような制度や政
策、たとえば公共投資や自営業の保護・育成
が、雇用の維持に役立ち、福祉国家の機能を
代替するという側面が、生活保障システムと
いうアプローチでは、視野に収められる。 
生活保障システムの機能不全が、貧困・失

業などの社会的排除として現れ、経済社会も
全体として脆弱になると考えられる。システ
ムの型に大きく影響するのが、職場・家庭・
地域での活動や役割が男女の間でどう分担
されているか、すなわちジェンダーである。
この研究では、日本、韓国、ドイツ、アメリ
カなどを対象に、ジェンダー視点から生活保
障システムを比較分析する。 
生活保障システムの類型を「男性稼ぎ主」

型、両立支援型、市場志向型の 3つに設定し、
経済グローバル化と知識経済化のもとで、各
類型に生じた社会的排除／包摂の諸相を明
らかにする。家族家庭、雇用就業、労働市場
規制、社会保障・税制、社会的経済という 5
つの領域に関して具体的に調査項目を立て
る。その項目について、少なくとも２か国の

比較分析を担当できる研究者の協力を得て、
金融経済危機の前後の状態を把握する。 
社会的排除／包摂については、福井県を対

象に、大規模アンケート調査を実施する。福
井県では男女とも就業率が高く、児童の学力
も高いなど、日本のなかでも社会的排除の度
合いが最も低い県と考えられることから、同
県を対象とする。 
非営利協同組織については、生協総合研究

所を事務局とする社会的経済タスクフォー
スを結成して、ICA、CIRIEC 等のデータを
収集する。 
年 1 回程度の全体会合を行い、集中研究会

と調査活動の調整を行う。その際、可能な限
り学会等で分科会を開催し、研究枠組や中間
的成果について発表してグループ外部から
のインプットを得るようにする。 
 

４．研究成果  
(1)多角的なデータの比較分析により、日本
の生活保障システムが、先進諸国のなかでも
最も強固な「男性稼ぎ主」型であるという点
が浮き彫りにされた。男性が安定的に雇用さ
れて妻子を経済的に養い、妻が家事・育児等
を担当することが、制度や政策の前提になっ
ており、雇用の非正規化や晩婚化・未婚化と
いう現代社会の実態からますます乖離して
いる。制度と実態が乖離すると、経済社会の
強靭さも損なわれると考えられる。 
 2000 年代の後半ともなると、日本の公的社
会支出の対 GDP 比は、OECD 平均に近づい
てきたが、政府の歳入や公務員の比率では、
依然として OECD 諸国で最も「小さな政府」
をもつといえる。財・サービスを生産する諸
関係のなかで、営利企業が諸外国にもまして
大きな比重をもつわけである。その営利企業
の雇用において、日本では雇用の保護も全般
的な安全保障も強くない。フルタイム雇用者
の賃金収入第１十分位の水準を国際比較す
ると、アメリカ、カナダ、日本で低く、この
３か国と韓国では制度的な最低賃金の水準
も低い。第１十分位ではフルタイムで働いて
もすっぽりと貧困層に入るレベルである。し
かも日本では、パートタイム雇用者の時給が
フルタイム雇用者よりも 30－40％も低い。格
差が縮小しないまま非正規化が進み、労働費
用も事業主の社会保障拠出率も、国際的に見
て日本では高くはない。 
政府による所得再分配（税・社会保障負担

の徴収と社会保障現金給付）において、日本
が著しい特徴をもつことも明らかになった。
最も貧しい 20％（所得第１五分位）の負担と
給付を見ると、デンマークやスウェーデンで
は、負担は重いが給付が断然厚く、アメリカ、
イタリア、韓国などでは負担は薄く給付も薄
い。これにたいして日本では、給付は薄く負
担は軽くないのであり、低所得者が最も冷遇
されている国といってよい。なお、政府の所
得再分配以外の施策（公共事業など）は 1990
年代以降には防貧機能を果たしたとは考え



られない。 
2000 年代半ば以来の日本は、人口が減少し、

とくに労働力人口の減少が憂慮される社会
である。そのような社会で、成人が全員就業
する「働き者」世帯の人口、子どもを生み育
てる世帯の人口にとって、政府の所得再分配
による貧困削減率がきわめて低いだけでな
く、マイナスにさえなっている（逆機能）。
稼得して税・社会保険料を負担し、子どもを
生み育てることが、いわば罰を受けるのであ
る。日本の生活保障システムが逆機能を含む
機能不全を呈しているのは、公的社会支出の
総額が低いためではなく、その充当が非効率
であることによる。国民負担を高めることな
く、生活保障を改善できる余地が小さくない
ことが明らかになったのであり、税・社会保
障改革にとって重要な示唆が得られたとい
えよう。 
(2)この研究では、2011 年 3 月に福井県にお
いて社会的包摂／排除にかんする大規模ア
ンケート調査を実施した。想定通り、福井県
では社会的排除の度合いが全国よりも相当
に低いが、離婚を経験した男女や非婚の男性
は生活に困難を抱える人の割合が高いこと
や、県外からの移住者が地域社会になじむに
は相当の年月がかかることなどが、調査結果
から判明した。これらの結果は、大災害によ
る避難・移住の状況を踏まえたシステム作り
にも、示唆を与える。 
(3)この研究では、国際学会での基調講演や報
告、英文図書・論文の出版を通じて、日本の
システムの特徴と問題点を国際的にも発信
し、要請を受けて国会等でも知見を提供した。 
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